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はじめに

有害・危険物質／HNS（Hazardous and Noxious Substances）の海上流出事故時の対応は，油以上に高度な専門
知識や技能を必要とします。そのため、日本をはじめ他の国でも未完成の分野でした。また，日本では軽油・ガソリン・灯
油など，いわゆる“白物油”の海上流出事故への対応体制は，今まで十分とは言えませんでした。

こうした中，日本は，OPRC-HNS議定書（2000年の危険物質及び有害物質による汚染事件に係る準備，対応及び協
力に関する議定書）を締結する機会をとらえ、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（海洋汚染防止法）」を改
正し，HNSや白物油の海上流出事故に備えた国内体制の枠組みを整備しました。
本ガイダンスは，HNSや白物油の海上流出事故への対応について，法改正の概要や基本的対策などについて紹介す
るものです。

海洋汚染防止法は，海洋汚染の防止のみならず，海上災害（火災・爆発）の防止も目的としています。そのため，対象
となる物質の構成はとても複雑となっています。

まず、海洋を汚染する物質として油，有害液体物質，廃棄物，その他の固体貨物などが該当します。このうち、有害液
体物質については，海洋汚染防止法施行令等によって，その有害性に応じてＸ・Ｙ・Ｚの三段階に分類された約700物質
が指定されています。

また，海上災害を引き起こす物質としては，危険物が規定されています。この場合の危険物とは，他の法令で言う「危
険物」とは異なり，「引火性を有する物質」に限定されています。このため，油や有害液体物質の中で引火性を有するもの
は，海洋汚染の防止に関する規制と同時に，海上災害の防止に関する規制も受けることとなります。

「有害液体物質」とは，油以外の液体物質のうち，海洋環境の保全の見地から有害である物質であって，船舶により
“ばら積みの液体貨物”として輸送されるものに加え，海洋施設などにおいて管理されるものも，含まれることとなりました。
（第三条関係）
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（解 説）
従来，有害液体物質は，「船舶によりばら積みの液体貨物として輸送されるもの」のみがその対象とされ，陸上施設に
保管されている物質などは，その対象とされていませんでした。
しかしながら，油については，船舶からの排出のみならず，陸上施設からの排出もその対象としているように，海洋汚
染を防止するためには，排出源を問わず所要の措置を講ずる必要があることから，定義が変更されました。

大量の油の排出があった場合等と同様，海洋施設その他の施設の管理者は，大量の有害液体物質の排出があったと
き又はそのおそれがあるときは，最寄りの海上保安庁の事務所に通報しなければならないこととなりました。（第三十八
条第三項・第四項関係）

（解 説）
従来，海洋施設など，船舶以外の場所で取り扱われていた有害液体物質に相当する物質は，その定義の関係から，
排出時の通報やそれに引き続く防除措置の対象とはされていませんでした。
今後，船舶以外の海洋施設等において大量の有害液体物質の排出があったとき又はそのおそれがあるきは，最寄り
の海上保安庁の事務所に通報しなければなりません。なお，海洋施設等と海洋施設の違いは，以下のとおりです。

大量の特定油の排出があった場合と同様，大量の白物油（軽油・ガソリン・灯油など）又は有害液体物質の排出があっ
たときは，船長又は施設（海洋施設等）の管理者に対し，直ちに，防除のための応急措置（有効かつ適当な措置）を行う
ことが義務付けられました。（第三十九条第一項関係）

（解 説）
従来，重油・原油などのいわゆる黒物油が排出された場合にのみ，船長らによる応急措置義務が定められ，白物油又
は有害液体物質が排出された場合には，海上保安庁の判断を待って，命令に従った措置を講ずることとされていました。
しかしながら，法律が改正され，白物油又は有害液体物質が排出された場合にも，船長らによる応急措置が義務付けら
れました。

大量の特定油の排出があった場合と同様，大量の白物油（軽油・ガソリン・灯油など）又は有害液体物質の排出があっ
たときは，船舶所有者又は施設（海洋施設等）の設置者は，直ちに，防除のため必要な措置（有効かつ適当な措置）を行
なうことが義務付けられました。（第三十九条第二項関係）

（解 説）
従来，重油・原油などのいわゆる黒物油が排出された場合にのみ，船舶所有者らによる防除措置義務が定められ，白
物油又は有害液体物質が排出された場合には，海上保安庁の判断を待って，命令に従った措置を講ずることとされてい
ました。しかしながら，法律が改正され，白物油又は有害液体物質が排出された場合にも，船舶所有者らによる防除措
置が義務付けられました。
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海上保安庁長官は，船舶所有者又は施設（海洋施設等）の設置者が講ずべき措置を講じていないと認めるときは，当
該講ずべき措置を講ずべきことを命ずることができることとなりました。（第三十九条第三項関係）

（解 説）
従来，重油・原油などのいわゆる黒物油が排出された場合にのみ，海上保安庁長官に対し，船舶所有者又は施設（海
洋施設等）の設置者への是正命令の権限が与えられていました。今回の法改正により，白物油又は有害液体物質が排
出された場合でも，命令することが可能となりました。

大量の特定油の排出があった場合と同様，港内などで大量の白物油（軽油・ガソリン・灯油など）又は有害液体物質の
排出があったときは，排出された有害液体物質等の荷送人，荷受人及び係留施設の管理者は，船長らによる応急措置
や船舶所有者らによる防除措置を援助・協力するよう，努めなければならないこととなりました。（第三十九条第四項関
係）

（解 説）
従来，重油・原油などのいわゆる黒物油が排出された場合にのみ，荷送人らによる協力義務が定められていました。
今後，白物油又は有害液体物質が排出された場合にも，同様の協力義務が発生します。

海上保安庁長官は，海難が発生した場合又は海洋施設に係る異常な現象が発生した場合において，当該船舶又は
海洋施設からの大量の油又は有害液体物質の排出のおそれがあり，緊急にこれを防止する必要があると認めるときは，
船舶所有者らに対し，排出のおそれがある油又は有害液体物質の抜取りその他排出の防止のため必要な措置を講ず
べきことを命ずることができることとなりました。（第三十九条第五項関係）

（解 説）
海洋汚染を未然に防止するためには，油や有害液体物質が排出される以前に，その抜取りなどの措置を講ずることが
必要な場合があります。従来，そのような場合の命令権限は，海上保安庁長官に与えられていませんでした。今回の法
改正により，有害液体物質のみならず，油（黒物油・白物油）も含め，海上保安庁長官に命令の権限が与えられました。
なお，命令の対象は，船舶と掘削リグやシーバース，パイプラインなどの海洋施設です。陸上施設については，他の法
令により同様の命令を発することができることとされていることから，対象とはしていません。

貨物として油（特定油を除く。）又は有害液体物質を積載して航行する一定の船舶の船舶所有者に対し，一定の海域
を航行させるときは，防除のために必要な資材を備え付け，機械器具を配備し，及び防除に関し必要な知識を有する要
員を確保しておくことが義務付けられることとなりました。（第三十九条の五関係）
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⑧資材の備付等と要員確保の義務



（解 説）
対象となる船舶とは，以下の船舶です。

・総トン数１５０トン以上のタンカーであって，ばら積みの白物油（軽油・ガソリン・灯油など）を輸送するもの

・総トン数１５０トン以上の船舶であって，有害液体物質を輸送するもの（ケミカルタンカー，油脂タンカーなど）

対象となる海域とは，以下の海域です。

・東京湾

・伊勢湾

・瀬戸内海

船舶所有者が備え付けておかなければならない資材，配備しておかなければならない機械器具とは，次のようなもの
です。

・ガス濃度を測定するための装置

・放水能力を有する船舶

・オイルフェンス

・油回収装置及び補助船

防除に関し必要な知識を有する要員は，次に掲げる要件のすべてを満たすことが条件となっています。

・４級海技士（航海）又は４級海技士（機関）以上の海技免許を有していること

・「甲種危険物等取扱責任者」の講習（船員法施行規則）を修了していること

・「有害液体汚染防止管理者」の講習（海洋汚染防止法施行規則）を修了していること

・備え付ける資材及び配備する機械器具を適切に使用することができること

防除のための資材を備え付け，機械器具を配備し，防除のための要員を確保する場所も指定されています。「航行中
の船舶が所在する場所へ，船舶によって原則２時間以内（海域の状況など，やむを得ない場合は３時間以内）に到達で
きる場所」となっています。
すなわち，事故があった場合，防除のための資材・機械器具を搭載した船舶に要員（実質的には“対応チーム”と考え
てください。）が乗り込み，事故現場に２時間以内に到達し，その対応にあたることとなります。具体例をイメージすると，
以下の図のようになります。

なお，個々の船舶所有者が資材などを準備するには，経済的負担も大きく，また，短期間での要員を養成することも困
難と思われます。そのため，海洋汚染防止法では，防除措置の実施，資材の備付けや機械器具の配備，要員の確保に
関し，特定油の場合と同様に第三者に委託することは可能ですが，必要な資材，機械器具及び要員の全てを確保するこ
とができる者に委託しなければなりません。
例えば，独立行政法人海上災害防止センターなどに委託することが可能です。

海上災害防止センター防災部 ＴＥＬ：０４５（２２４）４３１５



船舶所有者は，備え付けた資材や配備した機械器具を適切に使用することができるよう，必要な措置を講じなければな
りません。また，確保した要員についても，防除に関し必要な知識の維持向上に努めなければならないこととなっていま
す。
船舶所有者は，対象船舶に貨物として白物油又は有害液体物質を積載して航行させるときは，資材の備え付け，機械
器具の配備，要員の確保を証明する書類を，航行中の船舶内に備え付けさせなければなりません。

船舶所有者は，資材を備え付け，機械器具を配備し，及び要員を確保したときは，必要な事項を記載した書類を提出
しなければなりません（これを変更したときも同じです。）。

これら資材の備え付けや機械器具の配備，要員の確保の義務は，一定の海域を航行する一定の船舶のみが対象と
なっています。
一方，白物油や有害液体物質が排出された場合の防除措置などの実施については，船舶からの排出であるか，陸上
施設からの排出であるかを問わず，また，海域の別にかかわらず，全国一律に課された義務です。
資材の備付け等の法的義務が課されていない陸上施設などやその他の海域を航行する船舶が，まったく資材などを
準備しなかった場合，防除措置などの義務規定は到底履行できません。
したがって，そのような場合であっても，防除措置などの義務を適確に履行できるよう検討を行い，必要に応じ，新たな
資材を準備するなどの対応が望まれます。

海上保安庁長官は，船舶の沈没又は乗揚げに起因して海洋が汚染され，又は汚染されるおそれがあり，当該汚染が
海洋環境の保全に著しい障害を及ぼし，又は及ぼすおそれがあるときは，船舶所有者に対し，当該船舶の撤去等必要
な措置を講ずべきことを命ずることができることとなりました。
また，海上保安庁長官は，廃棄物その他の物の排出により，海洋が汚染され，又は汚染されるおそれがあり，当該汚
染が海洋環境の保全に著しい障害を及ぼし，又は及ぼすおそれがあり，緊急に当該汚染を防止する必要があると認め
る場合は，当該廃棄物その他の物を排出したと認められる者に対し，当該廃棄物その他の物の除去等必要な措置を講
ずべきことを命ずることができることとなりました。（第四十条関係）

（解 説）
例えば，有害液体物質を搭載したまま船が沈没したような場合，積荷だけを抜取ることが困難な場合もあります。その
ような場合に備え，船舶そのものを引揚げることなどを命じる権限が海上保安庁長官に与えられました。
また，海洋を汚染するのは，油や有害液体物質だけとは限りません。廃棄物やドラム缶などの容器に入れられて個品
輸送されるケミカル類，木材や鉄鉱石・石炭などの固体貨物も，海洋を汚染する可能性があります。こうした物質の排出
に備え，除去などを命じる権限が海上保安庁長官に与えられました。

海上保安庁長官は，危険物の排出があった場合において，海上災害の発生を防止するため必要があると認めるとき
は，船舶所有者等に対し，引き続く危険物の排出の防止，排出された危険物の火災の発生の防止等に必要な措置を講
ずべきことを命ずることができることとなりました。（第四十二条の二関係）

（解 説）
従来，危険物の排出（大気中又は海洋への排出）があった場合，船長又は施設の管理者に対し，通報と応急措置，そ
して周辺への注意喚起の義務だけが課されていました。
今回の法改正により，これらに加え，必要な措置を命じる権限が海上保安庁長官に与えられました。

⑨措置命令（沈船撤去・廃棄物などの除去）

⑩措置命令（危険物による火災発生の防止）



海上保安庁長官は，危険物の海上火災が発生した場合において，海上災害の拡大を防止するため必要があると認め
るときは，船舶所有者等に対し，消火，延焼の防止等必要な措置を講ずべきことを命ずることができることとなりました。
（第四十二条の三関係）

（解 説）
従来，海上火災が発生した場合，船長又は施設の管理者に対し，通報と応急措置，そして周辺への注意喚起の義務
だけが課されていました。
今回の法改正により，これらに加え，必要な措置を命じる権限が海上保安庁長官に与えられました。具体的には消火
や延焼防止などです。

海難が発生した場合又は海洋危険物管理施設に係る異常な現象が発生した場合において，当該船舶又は海洋危険
物管理施設から危険物の排出が生ずるおそれがあるときは，船長等は最寄りの海上保安庁の事務所に通報しなければ
ならないこととなりました。（第四十二条の四の二関係）

（解 説）
従来，実際に排出された場合にのみ通報義務があり，“おそれ”に関しては通報義務はありませんでした。
今回の法改正により，海難が発生した場合又は海洋施設で異常現象が発生した場合など，危険物の排出が生ずる“お
それ”が生じた段階での通報が義務付けられました。

海上保安庁長官は，海上災害の発生を防止するため，緊急に当該危険物の排出を防止する必要があると認めるとき
は，船舶所有者等に対し，当該危険物の抜取り等必要な措置を講ずべきことを命ずることができることとなりました。（第
四十二条の四の二関係）

（解 説）
海上災害を未然に防止するためには，危険物が排出される以前に，その抜取りなどの措置を講ずることが必要な場合
があります。従来，そのような場合の命令権限は，海上保安庁長官に与えられていませんでした。今回の法改正により，
そのような海上保安庁長官に命令の権限が与えられました。
なお，命令の対象は，船舶と掘削リグやシーバース，パイプラインなどの海洋施設です。陸上施設については，他の法
令により同様の命令を発することができることとされていることから，対象とはしていません。

以上の法改正の施行日は平成１９年４月１日です。ただし，「⑧資材の備付等と要員確保
の義務（第三十九条の五関係）」については，平成２０年４月１日が施行日となっています。

⑪措置命令（危険物火災の消火、延焼防止）

⑫危険物の排出のおそれがあるときの通報義務

⑬措置命令（危険物の抜き取り）



白物油又は有害液体物質の排出があったとき，その応急措置や防除措置（防除措置等）の実施にあたっては，まずは
人命の安全を第一と考えなければなりません。その上で，可能な限り海洋環境又は社会・経済活動への影響や被害を防
止しなくてはなりません。
行なわれる防除措置等は，排出された物質の危険性について十分に認識した上で，その性状や挙動を把握し，さらに
海・気象、現場海域及び周辺地域の状況等に応じ，もっとも有効，かつ，適切なものでなくてはなりません。

認識すべき物質の主な危険性としては，以下が考えられます。
・可燃性，爆発性，毒性，腐食性，反応性（異種物質又は海水との），その他

把握すべき挙動とは，以下の事項を指します。
・海面を浮遊し，急速に大気中に蒸発（ガスの発生）する挙動を示す。・・・気化物質
・海面を浮遊し，徐々に大気中に蒸発（ガスの発生）する挙動を示す。・・・浮遊性物質
・海中を漂流する挙動を示す。・・・海中漂流性物質
・海水に溶解する挙動を示す。・・・溶解性物質
・海底に沈降する挙動を示す。・・・沈降性物質

こうした挙動を左右する物質の主な性状として，以下が考えられます。
・比重（一般に，１．０２７以上は沈降性物質，１．０１０未満は浮遊性物質，１．０１０以上１．０２７未満は海中漂流性物
質と判断することができます。）
・溶解度（一般に，海水１００ｇに１ｇ以上溶解するものは，溶解性物質と判断することできます。）
・蒸気圧（一般に，摂氏２０℃において２．６７キロパスカル以上は，急速に蒸発すると判断することができます。）

考慮すべき主な海・気象，現場海域及び周辺地域の状況等としては，以下が考えられます。
・海・潮流，海水温度，海水比重
・風向，風速，気温
・船舶の航行状況，漁船の操業状況，その他保護すべき事物等の存在
・住宅や業務集積地域の存在，その他保護すべき事物等の存在

防除措置等については，法律上は「拡散防止」，「引き続く排出の防止」及び「排出されたものの
除去」とされており，まず，船長による応急措置としては，
・オイルフエンスの展張その他の排出された有害液体物質の広がりの防止のための措置
・損壊箇所の修理その他の引き続く有害液体物質の排出の防止のための措置
・当該排出された有害液体物質が積載されていた船舶の他の貨物艙その他の貯槽又は当該排
出された有害液体物質が管理されていた施設の他の貯槽への残っている有害液体物質の移替え
・排出された有害液体物質の回収
・油処理剤その他の薬剤の散布による排出された有害液体物質の処理
のうち，有効かつ適切な措置であって，現場において講ずることができるものを講じなければなりません。

（解 説）
船長が講じなければならない措置としては，以下のようなものが考えられます。
・通報及び連絡
・船内の他のタンクへの貨物の移送
・他船への貨物の移送
・損傷箇所の応急修理
・バラスト水調整などによる，船体傾斜の修正
・破損タンクの通風孔やバルブの閉鎖
・ガス検知
・初期消火活動

船上での応急措置を確実に実施できるかどうかが，その後の海洋環境又は社会・経済活動への影響や被害を大きく
左右します。人命の安全を第一に考えた上で，実施可能な応急措置は確実に実施してください。

②応急措置

防除措置等

①基本的な考え方

大気大気

海中海中

海面

海底海底

大気大気

海中海中

海面

海底海底



なお，パイプなどからの漏洩によって甲板上に少量がこぼれたような場合，海上排出に至る前の段階で，安全かつ実行
に適する限り，これらを船上で回収・処理してしまうようなことも想定されます。あるいは，荷役後にカーゴ・ホースを切り離
したり，荷役ポンプなどのメンテナンスなどを行う際，少量の貨物残渣が発生することがあります。
これらは，ウェスなどで拭き取ったり，ソーダスト（木屑）などに吸わせて回収するなどが一般的でしょう。しかし，こうし
た場合であっても，安全に十分配慮し，必要な保護具の着用やガス検知などの作業を怠ってはなりません。
なお，油を固化させ，蒸発を抑制して回収するための薬剤である粉末油ゲル化剤は，限られたある種のケミカルを同じ
ように固化させたり，ガスの発生を抑制させる働きがあります。船上でのこうした作業の安全性を確保するにあたっては，
粉末油ゲル化剤を有効利用するのも一案です。詳しくは以下にお問い合わせください。

粉末油ゲル化剤懇話会 ＴＥＬ：０３（３９４７）５３７１

ポリマーによるケミカルの固化

次に，船舶所有者による防除措置としては，応急措置に規定されている措置のほか
・他の船舶の貨物艙その他の貯槽又は他の施設の貯槽への残っている有害液体物質の移替え
・排出された有害液体物質の蒸発の促進又は抑制
・排出された有害液体物質の分解の促進
・排出された有害液体物質による汚染状況の把握その他の排出油等の防除のため必要な措置
のうち，有効かつ適切なものを講じなければなりません。

（解 説）
防除措置の実施については，以下の三段階に分類されます。
・第一階段／拡散予測
・第二段階／拡散監視（モニタリング）
・第三段階／本格的防除活動

－拡散予測－
まず，第一段階で行なわれるのが，拡散予測です。危険区域をあらかじめ把握するため，あるいは，安全で有効かつ
的確な防除措置を実施するためには，排出した物質の挙動に応じた拡散予測が必要です。
具体的には，ガスの大気拡散状況，浮遊性物質の海面拡散状況，海中漂流性物質の海中拡散状況などについて，危
険範囲設定テーブルや拡散予測モデルなどで予測します。

－拡散監視（モニタリング）－
次いで，第二段階で行なわれるのが，拡散監視（モニタリング）です。危険区域
を特定するため，あるいは，安全で有効かつ的確な防除措置を実施するために
は，排出した物質の挙動に応じた拡散監視が必要です。
具体的には，以下の事項が考えられます。
・ガスの拡散監視（大気中のガス濃度のモニタリング）
・溶解性物質の拡散監視（海水中の物質濃度のモニタリング）
・沈降性物質の拡散監視（海底堆積物中の物質濃度のモニタリング）

③防除措置



－本格的防除活動－
第三段階目が本格的防除活動です。物質の挙動に応じた，安全で有効かつ的確な活動が必要です。以下に，その具体
例を記載します。

＜ガスへの対処＞
ガスに対する本格的な防除活動の具体例としては，放水による水霧により分散・吸収が挙げられます。あるいは，可燃
性ガスについては，パワーコーン（大量の水霧射水）による希釈拡散なども挙げられます。
また，浮遊性物質から発生するガスを抑制するために，ゲル泡消火剤や粉末油ゲル化剤などを，放水船から放射する
ことなども挙げられます。

＜浮遊性物質への対処＞
浮遊性物質に対する本格的な防除活動の具体例としては，黒物油と同様に，オイルフェンスで包囲・集積し，油回収装
置又は油吸着材などによって回収する方法が挙げられます。
また，高分子ポリマーや粉末油ゲル化剤などで固化し，オイルフェンスで包囲後，油回収装置又は高粘度油回収ネット
により回収する方法も挙げられます。
さらに，放水船からゲル泡消火剤を放射し拡散を制御する方法や，放水によって蒸発を促進させる方法なども挙げられ
ます。

＜海中漂流性物質への対処＞
海中漂流性物質に対する本格的な防除活動の具体例としては，放水船からの放水などの手段によって攪拌し，自然拡
散を促進する方法などが挙げられます。また，シルトフェンスにより拡散防止を図ることも考えられます。

＜溶解性物質への対処＞
溶解性物質に対する本格的な防除活動の具体例としては，やはり，放水船からの放水などの手段によって攪拌し，自然
拡散を促進する方法などが挙げられます。

＜沈降性物質への対処＞
沈降性物質に対する本格的な防除活動の具体例としては，やはり，放水船からの放水などの手段によって攪拌し，自然
浄化を促進する方法などが挙げられます。また，浚渫装置によって，海底堆積物などの除去が必要な場合も考えられます。
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